
 

 

 

 

 

 

 

 

【別 編】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次頁以降の表中における区分は次のとおり。 

○ 昨年度の統計委員会の評価 

「平成 23 年度統計法施行状況に関する審議結果報告書」（平成 24 年９月 25 日統計委

員会）における統計委員会の評価を抜粋。 

なお、「実施済は妥当」とされた事項（「実施済は妥当（一部のみ）」とされた事項を除

く。）については、「平成 24 年中の検討状況又は進捗状況」欄以降に斜線を付している。

○ 実施済・実施予定等の別 

 ア 実施済 ：平成 24 年度末までに、基本計画に掲げられた内容に沿った形で、所要の

措置を講じたもの 

 イ 継続実施：現行基本計画期間内のみならず､次期基本計画期間内においても､継続的

に措置・取組を講ずる必要が認められるもの 

ウ 実施予定：平成 24 年度末までには実施に至らなかったものの、現行の基本計画期間

内である平成 25 年度末までには実施済みとなることが見込まれるもの 

エ 実施可能：現行基本計画の期限である平成 25 年度末までに実施することが困難と考

えられるものの、次期基本計画期間内には実施済みとなることが見込まれ

るもの（平成 26 年度以降引き続き検討するものを含む。） 

オ 実施困難：検討の結果、基本計画に掲げられた内容に沿った形での実施は困難と見

込まれるもの 

35



項　　　目 担当府省 実施時期

第２
１ 統計体系の根
幹となる「基幹統
計」の整備
(2) 基幹統計の
整備に関する方
向性
(3) 国勢統計、国
民経済計算、経
済構造統計の重
要性

○　平成28年に予定されている経済センサス‐活動調査の実施まで
に、関係府省は、経済構造統計を軸とした産業関連統計の体系
的整備に取り組む。その際、各種一次統計と国民経済計算の整
合性に十分留意するとともに、特に内閣府は体系に適合した国
民経済計算の年次推計方法を確立する。

関係府省 平成21年度から
検討する。

○ 平成21年度から
検討する。

○　固定資本減耗の時価評価（現在は簿価評価）について、改定さ
れる純資本ストックと整合性を保ちながら、少なくとも大分類、製
造業は中分類程度での推計値を得る。産業連関表（基本表）に
おいても、その推計値に基づき導入を行う。

内閣府、産
業連関表
（基本表）
作成府省
庁

○　現在は参考系列になっているＦＩＳＩＭについて、精度検証のた
めの検討を行い本系列へ移行する。なお、四半期推計への導入
については、検討結果によっては、本系列への移行後において
も、ＦＩＳＩＭ導入による影響を明記することや、その影響を分離し
た系列を合わせて公表するなど、利用者に対する十分な説明を
行う。

内閣府 平成17年基準
改定時に移行
する。

２ 統計相互の整
合性及び国際比
較可能性の確
保・向上に関す
る事項
(1) 国民経済計
算の整備と一次
統計等との連携
強化
ア 推計枠組みに
関する諸課題

　国民経済計算及び産業連関表（基本表）並びに一次統計の各
作成部局の間で連携を図り、必要な検討・調整等を行う。第三者
機関による検討としては、統計委員会国民経済計算部会の下に
産業連関表に関する検討の場を設け、国民経済計算や他の一
次統計に関する調査審議と連携しながら、産業連関表に関して
基本計画に盛り込まれた事項をフォローアップするための調査審
議を行う。

内閣府、産
業連関表
（基本表）
作成府省
庁、一次統
計作成府
省

具体的な措置、方策等

＜「別紙」参照＞

国民経済計算
は次回の平成
17年基準改定
（以下「平成17
年基準改定」と
いう。）時、産業
連関表（基本
表）は次回作成
時の実施を目
指す。

別編　【基本計画　事項別推進状況】
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昨年度の
統計委員
会の評価

実施済・
実施予定
等の別

○　平成24年経済センサス-活動調査に適合した年次推計方法につ
いて、統計委員会への諮問（平成21年4月）、同委員会国民経済計
算部会での審議を経て、同委員会からの答申（平成23年５月）が行
われた。同答申の中で、平成28年経済センサス-活動調査に対応し
た年次推計等の抜本的な見直しが今後の課題として指摘されてい
ることから、これら課題について府内に設けたPTを中心に検討を
行った。【内閣府】

実施可能

○

○

　産業関連統計の体系的整備については、「産業関連統計の体系
的整備等に関する検討会議」（平成21年４月23日付け各府省統計
主管部局長等会議申合せにより、同年６月に設置。以下、「検討会
議」という。）において、平成24年３月末までの検討状況等（各府省
における産業関連統計に係る検討状況を含む。）を、検討報告書と
して取りまとめた。
　経済構造統計の1回目の調査結果の検証がまだ行われておらず、
経済構造統計の今後の在り方についても流動的であることから、現
状では経済構造統計を軸とした産業関連統計の体系的な整備の全
体的な議論ができないこと、体系的整備の視点が多数あるためどの
視点から体系的に整備するかを絞りこめないこと等、現時点におい
て継続的な検討が困難であることを踏まえ、上記検討報告書を持っ
て産業関連統計全体に係る体系的整備の検討結果とし、今後は、
具体的な課題ごとに検討していくこととする。【以上総務省】

実施困難

○　平成21年度以降、内閣府及び経済産業省は、国民経済計算の推
計に活用する経済センサス-活動調査における工業統計調査相当
部分について意見交換を行ってきた。平成24年12月には、別途検
討を行ってきた代替推計手法を組み合わせながら、経済産業省か
ら提供を受けた「平成24年経済センサス-活動調査」の数値を活用
して製造業の出荷額、在庫増減額、中間投入額を推計し、平成23
年度国民経済計算確報として、公表した。【内閣府及び経済産業
省】

実施済

○　平成24年経済センサス-活動調査については、平成21年11月に
要望書を提出し、22年７月に調査実施者から検討結果を聴取済
み。【産業連関表作成府省庁】

継続実施
（平成23
年産業連
関表に関
しては、
実施済）

実施済は
妥当。

○　平成23年中の検討において、平成23年産業連関表から導入する
方針を取りまとめ済み。【産業連関表作成府省庁】

実施済

実施済は
妥当。

平成28年に予定され
ている経済センサス‐
活動調査の実施まで
に結論を得るべく検
討を進めていく。

－

－

－

平成24年度中の検討状況又は進捗状況
平成25年度中の見込

み、課題等

＜「別紙」参照＞

－
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項　　　目 担当府省 実施時期具体的な措置、方策等

○　自社開発ソフトウェアの固定資本としての計上について、諸外
国と比較可能な計数の開発を行う。

○　一回だけ産出物を生産する育成資産の仕掛品在庫について、
概念的な課題が指摘されている現行推計の改定を行う。

○　公的部門の分類について、総務省を始め関係府省等の協力を
得て、93ＳＮＡの改定で示された判断基準に即して格付けを見直
すとともに、統一化を図る。

○　制度部門別生産勘定及び所得の発生勘定の構築に向けて、基
準年次推計の基準となる使用表、その付加価値部門、あるいは
関連する付帯表（固定資本マトリックス）など、列部門を制度部門・
産業部門のクロス分類として作成することの課題を検討する。

内閣府 平成17年基準
改定の次の基
準改定（以下
「次々回基準改
定」という。）時
における導入を
目指す。

○　93ＳＮＡの改定について可能な限り早期に対応する。 内閣府 次々回基準改
定を待たずと
も、可能なもの
から年次推計に
おいて対応す
る。

○　国民経済計算及び産業連関表（基本表）について、詳細な供
給・使用表とＸ表（商品×商品表）からなる体系（ＳＵＴ（Supply -
Use Tables）／ＩＯＴ（Input-Output Tables））に移行することにつ
いて検討する。

内閣府、産
業連関表
（基本表）
作成府省
庁

平成21年度から
検討する。

○　間接税及び補助金に関する基礎データ並びに各種一次統計
における間接税の取扱いを再検討するとともに、基本価格表示に
よる国民経済計算及び産業連関表（基本表）の作成に向けて検
討する。

第２
２ 統計相互の整
合性及び国際比
較可能性の確
保・向上に関す
る事項
(1) 国民経済計
算の整備と一次
統計等との連携
強化
ア 推計枠組みに
関する諸課題

内閣府 平成17年基準
改定時に実施
する。

内閣府、産
業連関表
（基本表）
作成府省
庁

内閣府、産
業連関表
（基本表）
作成府省
庁、一次統
計作成府
省

国民経済計算
は次々回基準
改定に、産業連
関表（基本表）
は次回作成に
間に合うよう検
討する。

国民経済計算
は平成17年基
準改定時、産業
連関表（基本
表）は次回作成
時に実施する。

イ 基準年次推計
に関する諸課題
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昨年度の
統計委員
会の評価

実施済・
実施予定
等の別

平成24年度中の検討状況又は進捗状況
平成25年度中の見込

み、課題等

実施済は
妥当。

○　93ＳＮＡ及び08ＳＮＡに準拠した我が国の国民経済計算の判断基
準に即して、格付けの見直しを実施した。【産業連関表作成府省
庁】

実施済

○　制度部門別生産勘定及び所得の発生勘定の作成は、府内に設け
たPTを中心に検討した結果、基礎統計の制約から実施困難という
結論を得た。

実施済

実施済は
妥当（一
部のみ）。

○　93ＳＮＡの改定（2008ＳＮＡ）への対応について、統計委員会国民
経済計算部会において審議が実施され、一部の課題（公的部門分
類、FISIM等）については平成17年基準改定時（平成23年12月～24
年1月）に対応した。その他の課題（研究開発（Ｒ＆Ｄ）の資本化等）
についても府内に設けたＰＴを中心として検討を行った。また、検討
を行うための新たな場として、有識者を招いた研究会を立ち上げ
た。

実施済
（一部）及
び実施可
能（一部）

○　供給・使用表の作成に向けて、引き続き研究を進めているところで
あり、欧米諸国における推計方法や現行推計における課題、計数
調整の方法等について、府内に設けたＰＴを中心として検討を行っ
た。また、検討を行うための新たな場として、有識者を招いた研究会
を立ち上げた。【内閣府】

実施可能

○　統計委員会・第８回国民経済計算部会（平成22年6月11日）にお
いて、基本計画の記述について「供給表・使用表から機械的にＸ表
を作成するという作成手順に関するものではなく、現実的な制約の
中で、できる限り理想に近い表となるよう推計精度の向上に努める
必要がある」との趣旨である旨の理解がなされたことを受け、その
後、産業連関表の精度向上について、部門設定及び産業連関表
作成の基礎資料を得るために行う統計調査の改善の観点から検討
した。
　平成24年度においては、これら検討を踏まえ、平成23年産業連関
表における部門分類及び各部門の概念・定義・範囲を設定するとと
もに、各種統計調査を実施した。【産業連関表作成府省庁】

実施済

○　国民経済計算において基本価格表示を導入するに当たっては、
国民経済計算の基礎統計である産業連関表において基本価格表
示を導入することが極めて重要であることから、産業連関表の状況
を踏まえつつ、府内に設けたＰＴを中心として、引き続き検討を行っ
た。【内閣府】

継続実施

○

○

　基本価格表示による産業連関表を作成するために必要となる間接
税や補助金に関する詳細なデータを得ることができない状況であ
り、公表に耐え得る精度の表の作成が極めて困難であることから、
平成23年産業連関表での対応は見送る。
　次回表（平成27年産業連関表を予定）において、データの整備状
況等を踏まえ、改めて検討することとする。【以上産業連関表作成府
省庁】

実施済は
妥当。

－

－

－

国民経済計算の次回
基準改定（平成28年
目途）に向けて検討を
進めていく。

国民経済計算の次回
基準改定（平成28年
目途）に向けて検討を
進めていく。

－
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項　　　目 担当府省 実施時期具体的な措置、方策等

○　生産構造及び中間投入構造をより正確に把握する方法につい
て検討し、把握に当たっては、報告者の負担が増大しないよう、
米国経済センサスも参考にしつつ、産業別に調査票を設計する。
また、産業・商品（生産物）分類体系及び経済センサスとの連携
の下で、産業連関表（基本表）及び供給・使用表の作表における
精度向上を図る。

総務省、経
済産業省、
内閣府、産
業連関表
（基本表）
作成府省
庁

平成21年度から
検討する。

○　年次ＳＵＴ／ＩＯＴの下で、支出面及び生産面からの測定値の調
整・検討を行うことができるよう、その枠組みを構築する。

内閣府 次々回基準改
定までに導入す
る。

○　制度部門別生産勘定及び所得の発生勘定の作成とともに所得
面からの推計によるＧＤＰを開発し、支出、生産及び所得の三面
からの推計による精度検証を行う。

内閣府 次々回基準改
定における導入
を目指す。

○　国民経済計算の年次産業連関表と産業連関表（延長表）につ
いて、産業・商品（生産物）分類における統合の検討とともに、国
内生産額、最終需要など共通項目部分に関する測定方法や基
礎統計の差異の検討を行った上で、整合性の確保を行う。次々
回基準改定以降も更なる整合性確保に向けた検討を継続する。

内閣府、経
済産業省

次々回基準改
定までに段階的
検討を行う。

第２
２ 統計相互の整
合性及び国際比
較可能性の確
保・向上に関す
る事項
(1) 国民経済計
算の整備と一次
統計等との連携
強化
イ 基準年次推計
に関する諸課題

ウ 年次推計に関
する諸課題
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昨年度の
統計委員
会の評価

実施済・
実施予定
等の別

平成24年度中の検討状況又は進捗状況
平成25年度中の見込

み、課題等

○　国民経済計算において生産構造及び中間投入構造をより正確に
把握する方法については、供給・使用表における検討作業の中で
合わせて取り扱っており、欧米諸国における推計方法や現行推計
における課題、計数調整の方法等について、府内に設けたＰＴを中
心として検討を行った。また、検討を行うための新たな場として、有
識者を招いた研究会を立ち上げた。【内閣府】

実施可能

○　平成23年度までに、
　①　生産額等が相当の規模を有する部門における生産物の種類
　　及び投入構造等の確認、当該確認結果に基づく独立した部門
　　の設定の検討
　②　サービス部門を広く対象にして行う「サービス産業・非営利団
　　体等投入調査」、企業の管理経費の内訳を把握するために行う
　　「企業の管理活動等に関する実態調査」及び産出構造の把握の
　　検討に資することを目的として試行的に行う「商品・サービス等
　　の販売先に関する実態調査」（いずれの調査も総務省が実施）
　　の実施計画についての検討を行った。
　平成24年度においては、これら検討を踏まえ、平成23年産業連関
表における部門分類及び各部門の概念・定義・範囲を設定するとと
もに、各種統計調査を実施した。【産業連関表作成府省庁】

実施済

○　供給・使用表の作成に向けて、引き続き研究を進めているところで
あり、欧米諸国における推計方法や現行推計における課題、計数
調整の方法等について、府内に設けたＰＴを中心として検討を行っ
た。また、検討を行うための新たな場として、有識者を招いた研究会
を立ち上げた。

実施可能

○　制度部門別生産勘定及び所得の発生勘定の作成は、府内に設け
たPTを中心に検討した結果、基礎統計の制約から実施困難という
結論を得た。
　所得面からのＧＤＰ推計について、欧米諸国の事例等について調
査を行うなど、府内に設けたＰＴを中心として、検討を行った。所得
面における営業余剰の推計等の課題についても検討を行った。ま
た、検討を行うための新たな場として、有識者を招いた研究会を立
ち上げた。

実施困難
（一部）及
び実施可
能（一部）

実施済は
妥当（一
部のみ）。

○

○

　平成22年度に実施した調査研究事業で平成12年基準の国民経
済計算の年次産業連関表と産業連関表（延長表）を比較した結果
示された検討課題について、平成17年基準の延長産業連関表にお
いて改善された国内生産額及び家計消費支出や国内総固定資本
形成などの最終需要部門の推計方法などについて再整理を行っ
た。【経済産業省】
　上記調査研究事業における国民経済計算の年次産業連関表と産
業連関表（延長表）の整合性確保に関する検討結果も踏まえた平
成17年基準の国民経済計算の年次産業連関表を平成25年3月に
公表した。【内閣府】

実施可能
（一部）及
び実施済
（一部）

○　平成25年3月に
公表された平成17
年基準の国民経済
計算の年次産業連
関表を用いて、産
業連関表（延長表）
と国民経済計算の
年次産業連関表と
の比較検証を行う
とともに、平成２２年
度に実施した外部
有識者による研究
会における平成12
年基準での比較検
証結果とにより整
合性確保の検討を
行う。

○　国民経済計算の
年次産業連関表と
産業連関表（延長
表）で推計の原理
がそもそも異なる部
分や部門概念が異
なる部分等につい
て検討を行う。

国民経済計算の次回
基準改定（平成28年
目途）に向けて検討を
進めていく。

－

国民経済計算の次回
基準改定（平成28年
目途）に向けて、結論
を得るべく検討を進め
ていく。
所得面からのＧＤＰ推
計については、国民
経済計算の次回基準
改定（平成28年目途）
に向けて、結論を得る
べく検討を進めてい
く。
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項　　　目 担当府省 実施時期具体的な措置、方策等

○　コモ法における商品の需要先への配分は、建設部門向け中間
消費、その他部門向け中間消費、家計消費、固定資本形成に限
られている。その他部門向け中間消費は、現在、集計ベクトルに
より単純化されているが、産業別生産額や中間投入の変動を反
映することにより、中間消費構造の変化と連動できるようにする。
また、最終需要項目についても、人的推計法（需要側）と物的接
近法（供給側）を有効に組み合わせることにより、費目及び部門の
様々な情報を反映させ、精度向上を図る。

内閣府 平成17年基準
改定時から段階
的に導入し、
次々回基準改
定時までに実施
する。

○　コモ法の商品分類は、今後改定が予定される日本標準商品分
類との整合性の確保を図る。建設部門を特別に取り扱う必要はも
はや見出せないことから、いわゆる建設コモを廃止し、コモ法にお
ける一つの商品としてそれぞれの建設部門の産出額を推計する
方法を構築する。現在、市場生産活動の生産物のみとなっている
コモ法の推計対象を、非市場産出まで拡張する。

内閣府 平成17年基準
改定時から段階
的に導入し、
次々回基準改
定時までに実施
する。

○　関係府省等の協力を得て、月次のサービス産業動向調査では
とらえきれない中間投入構造などのより詳細な経理項目の把握に
資する基礎統計の整備、流通在庫など在庫推計のための基礎統
計の整備、コモ法における商品別配分比率の推計のための基礎
統計の整備、個人企業の活動把握などに資する基礎統計の整
備、企業統計を事業所単位に変換するコンバーターの在り方、労
働生産性及び全要素生産性指標の整備に向けた基礎統計の課
題などについて、具体的な結論を得る。

内閣府 平成17年基準
改定までに結論
を得る。

○　関係府省等の協力を得て、デフレーターとして本来必要とする
価格（生産者価格、基本価格、購入者価格等）の概念と、利用す
る価格指数の概念について整合性を検討し、また、長期遡及推
計についても検討する。

内閣府 平成21年度から
検討する。

第２
２ 統計相互の整
合性及び国際比
較可能性の確
保・向上に関す
る事項
(1) 国民経済計
算の整備と一次
統計等との連携
強化
ウ 年次推計に関
する諸課題
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昨年度の
統計委員
会の評価

実施済・
実施予定
等の別

平成24年度中の検討状況又は進捗状況
平成25年度中の見込

み、課題等

実施済は
妥当（一
部のみ）。

○　中間消費や最終需要項目への配分方法の改善による精度向上に
ついては、供給・使用表における検討作業の中で合わせて取り扱っ
ており、欧米諸国における推計方法や現行推計における課題、計
数調整の方法等について府内に設けたＰＴを中心として検討を行っ
た。また、検討を行うための新たな場として、有識者を招いた研究会
を立ち上げた。

実施済
（一部）及
び実施可
能（一部）

実施済は
妥当（一
部のみ）。

○　建設部門の推計については、いわゆる建設コモ法の課題の整理
を行っているところであり、府内に設けたＰＴを中心として、検討を
行った。
　コモ法の推計対象を非市場産出まで拡張する上での課題の整理
を行っているところであり、府内に設けたＰＴを中心として、検討を
行った。
　また、これらの検討を行うための新たな場として、有識者を招いた
研究会を立ち上げた。

実施済
（一部）及
び実施可
能（一部）

次年度以
降の審議
対象とす
る。

○　平成23年度までに、各課題について、国民経済計算における位
置付けや既存の一次統計等の概要と課題について、関係省庁の協
力を得て、整理を行った。平成24年度においては、整理した課題に
ついて、関係省庁とともに議論を行った。
　具体的な課題は以下の通り。
　①　より詳細な経理項目の把握に資する基礎統計の整備につい
　　 ては、「主にサービス業などの業種について、既存の基礎統計
　　 の調査項目では把握できない「費用」やその内訳を、毎年把握
　　 できるようにすること」が課題
　②　流通在庫など在庫推計のための基礎統計の整備について
　　 は、基礎統計において品目分類の細分化がなされることがＳＮ
　　 Ａ推計上の課題（当該基礎統計における調査客体の負担増等
　　 に留意する必要がある。）
　③　コモ法における商品別配分比率の推計のための基礎統計の
　　 整備については、「毎年、商品ごとに中間消費、家計消費、固
　　 定資本形成等へ、どの程度の割合で配分されているのか特定
 　　できる基礎統計を整備すること」が課題（しかしながら、基礎統
　 　計による年次ベースでの配分比率の捕捉は困難な状況）
　④　個人企業の活動把握などに資する基礎統計の整備について
　　 は、個人企業経済調査の「対象業種の拡大」や「サンプル数の
　　 増加」が課題
　⑤　企業統計を事業所単位に変換するコンバータの在り方につい
　　 ては、アメリカで用いられているコンバータがＳＮＡ統計の推計
　　 方法としての質を担保できるかどうか検討し、必要があれば別
　　 途独自の変換手法を開発することが課題（基礎統計の課題よ
　　 り、むしろＳＮＡ推計手法の課題）
　⑥　労働生産性及び全要素生産性指標の整備については、個人
　　 事業者等についての「仕事ベース」の労働時間を捕捉する基礎
　　 統計の整備が課題（しかしながら、個人事業主等の実態は捕捉
　　 が困難）

実施済

次年度以
降の審議
対象とす
る。

○　前年度に引き続き日本銀行の協力を得て、「企業物価指数（2010
年基準）」改定結果を踏まえ、品目ごとの物価指数との対応関係の
チェック等を通じてデフレーター推計の精度向上を図るなど、価格
指数と概念の整合性に関して検討し、四半期別GDP速報値（平成
24年4－6月期1次）より、反映した。
　また、長期遡及改定については、平成２１年度に平成１２年基準計
数について、昭和55年まで遡って推計を行った。平成23年度にお
いては、平成17年基準改定時(平成23年12月～24年1月)に、平成
12年に遡って改定するとともに、特にニーズの高い支出系列（QE公
表系列）については、平成６年に遡って改定を実施した。平成24年
度においては、原則全ての系列について平成6年まで長期遡及を
行うべく、検討・推計作業を進めているところ。なお、現在公表して
いる経済活動別付加価値の計数表において、経済活動分類が平
成16年と平成17年の間で断絶している点については、長期遡及の
際に併せて、平成6年から平成16年の期間について、新分類に基
づく推計を行う方針である。

実施済
（一部）及
び実施予
定（一部）

－

長期遡及推計につい
ては、平成25年夏頃
を目途に公表する予
定。

国民経済計算の次回
基準改定（平成28年
目途）に向けて、結論
を得るべく検討を進め
ていく。

国民経済計算の次回
基準改定（平成28年
目途）に向けて、結論
を得るべく検討を進め
ていく。
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項　　　目 担当府省 実施時期具体的な措置、方策等

○　国民経済計算の改定要因を実証的に詳細に分析する、いわゆ
る「リビジョンスタディ」を早急に実施して、改定幅の大きさの評価
やその原因究明を図る。

内閣府 平成21年度に
実施する。

○　関係府省等の協力を得て、季節調整の手法と年次計数の四半
期分割方法について、様々な手法の長所及び短所を検討する。

内閣府 平成22年度末
まで１年から２年
程度かけて望ま
しい手法につい
て結論を得る。

○　四半期推計に用いる一次統計（家計調査、四半期別法人企業
統計等）には、標本替え等に伴う計数の振れがあり、これが四半
期推計の振れをもたらしている一因とみられる。関係府省等の協
力を得て、一次統計の誤差の処理について検討し、可能なもの
から実施する。

内閣府 平成21年度に
検討する。

○　四半期推計に利用する基礎統計の最適な選択（需要側推計値
と供給側推計値を統合する際のウェイトの選択を含む。）につい
て検討する。

内閣府 平成21年度に
検討する。

○　関係府省等の協力を得て、長期的な取組として、四半期推計と
年次推計の推計方式を総合的に検討し、最適な推計システムを
定めることを検討する。具体的には、①四半期推計と年次推計に
用いる基礎統計間の関係の整理（工業統計調査と経済産業省生
産動態統計のかい離縮小等）、②基礎統計の定義・概念と国民
経済計算における定義・概念との対応の整理、③基礎統計の拡
充、④行政記録情報の活用等の課題について検討する。

内閣府 平成21年度から
順次検討する。

○　内閣府は、四半期推計で用いている経済産業省生産動態統計
の使用方法を再検討する。また、経済産業省は、経済産業省生
産動態統計と工業統計調査を結合した、より詳細なデータの提供
など、推計の高度化に資する協力を行う。

内閣府、経
済産業省

平成21年度に
実施する。

第２
２ 統計相互の整
合性及び国際比
較可能性の確
保・向上に関す
る事項
(1) 国民経済計
算の整備と一次
統計等との連携
強化
エ 四半期推計に
関する諸課題
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昨年度の
統計委員
会の評価

実施済・
実施予定
等の別

平成24年度中の検討状況又は進捗状況
平成25年度中の見込

み、課題等

実施済は
妥当。

次年度以
降の審議
対象とす
る。

○　平成21年度に季節調整について、月次単位で行うことや、項目を
細分化するといった手法について検討を行った。
　世界同時不況の影響による平成20年秋以降の変動に対して、平
成22年２月には財の輸出入、平成22年12月には国内家計最終消
費支出や民間在庫品増加の一部等について、各種ダミーを設定し
た。
　四半期分割方法については、平成22年度に家計最終消費支出及
び民間企業設備の系列、平成23年度に出荷系列に対して比例デ
ントン法を導入した。

実施済

次年度以
降の審議
対象とす
る。

○　平成21年度において、民間企業設備に関する需要側統計と供給
側統計の季節調整系列の相関を比較したところ、不規則変動成分
の除去による平滑化によって、相関係数が上昇する結果が得られ
た。これを踏まえ、平成22年度において、民間企業設備の推計方法
について、１次QEにおいては利用できない需要側基礎統計の「仮
置き値」を供給側基礎統計のトレンド・サイクル成分の動きにより作
成する方法に改善し、１次QEから２次QEへの改定幅の縮小を図っ
た。また、金融業・保険業の民間企業設備の需要側基礎統計につ
いて、より標本数が充実している法人企業統計を活用することとし
た。

実施済

次年度以
降の審議
対象とす
る。

○　平成21年度において、需要側推計値と供給側推計値を統合する
際のウェイトの選択について、従来の標本誤差に基づく統合ウェイト
の算出方法に加え、過去の時系列の計数に基づく算出方法につい
ても検討を行った結果、民間企業設備については従来より供給側
のウェイトが大きくなる傾向がみられた。基礎統計の選択に当たって
は様々な考え方があることから、これらの結果を踏まえ、平成22年度
において、民間企業設備の推計方法について、金融業・保険業の
民間企業設備の需要側基礎統計について、より標本数が充実して
いる法人企業統計を活用することとした。

実施済

次年度以
降の審議
対象とす
る。

○　平成21年度以降、経済センサスに伴う推計方法の見直しの中で、
基礎統計（工業統計と経済産業省生産動態統計）それぞれに基づ
く推計値の比較を行った。具体的には出荷と産出の概念の違いに
よる推計方法への影響など基礎統計間の関係や基礎統計とSNA概
念との対応を整理した。また、中間投入比率について法人企業統計
を利用した推計方法を開発するなどの拡充を図るとともに業界統計
等の活用についても府内に設けたPTを中心に検討した。
　平成24年12月には、上記のように検討を行ってきた代替推計手法
を組み合わせながら、経済産業省から提供を受けた「平成24年経済
センサスー活動調査」の数値を活用して製造業の出荷額、在庫増
減額、中間投入額を推計し、平成23年度国民経済計算確報として、
公表した。

実施済

次年度以
降の審議
対象とす
る。

○　平成21年度以降、経済産業省から提供を受けたデータをもとに、
工業統計と経済産業省生産動態統計それぞれに基づく推計値の
比較を行い、経済センサスに伴う推計方法の見直しの中で、両統計
の適切な使用方法について、府内に設けたPTを中心として検討を
行った。
　平成24年12月には、上記のように検討を行ってきた代替推計手法
を組み合わせながら、経済産業省から提供を受けた「平成24年経済
センサスー活動調査」の数値を活用して製造業の出荷額、在庫増
減額、中間投入額を推計し、平成23年度国民経済計算確報として、
公表した。【内閣府】

○　経済センサス実施に伴う国民経済計算の推計方法見直しのため、
経済産業省生産動態統計調査について内閣府から要望のあった
平成22年～23年の個票データの提供を行った。【経済産業省】

－

－

－

－

実施済 －
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項　　　目 担当府省 実施時期具体的な措置、方策等

第２
２ 統計相互の整
合性及び国際比
較可能性の確
保・向上に関す
る事項
(1) 国民経済計
算の整備と一次
統計等との連携
強化
エ 四半期推計に
関する諸課題

○　①四半期推計で提供される情報の充実（分配面の情報の充実
等）、②長期時系列計数の提供等利用者の要望が多い点に関し
て、検討を開始する。

内閣府 平成21年度から
検討する。

○　内閣府等と協力し、四半期推計の精度向上に資するよう家計消
費状況調査の調査項目を拡充し、単身世帯も含め、十分な調査
世帯標本数を確保することを検討する。

総務省 平成25年度ま
でに結論を得
る。

○　四半期別法人企業統計調査の資本金1,000万円から2,000万円
までの標本抽出方法の見直し（売上高で細分化して層化抽出を
行う等）を検討する。

財務省 平成25年度ま
でに結論を得
る。

○　公共事業予算の執行状況に関する統計について、「中央政府」
だけでなく「地方政府」分も含めた整備を検討する。

財務省、総
務省、内閣
府

平成25年度ま
でに結論を得
る。

○　政府最終消費の中の雇用者報酬を推計するために、四半期別
の公務員数、賃金の情報が必要である。「中央政府」分について
は、内閣府が関係府省等の協力を得て、行政記録情報の活用に
よる把握を検討する。「地方政府」分の把握については、内閣府
が関係府省の協力を得て検討する。

内閣府 平成25年度ま
でに結論を得
る。

○　生産面からの四半期推計を検討するとともに、当面は、四半期
推計を行うためにより有用な基礎情報をどのように確保するかに
ついて、サービス産業動向調査を中心として検討する。

内閣府 平成22年以降、
順次検討する。
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昨年度の
統計委員
会の評価

実施済・
実施予定
等の別

平成24年度中の検討状況又は進捗状況
平成25年度中の見込

み、課題等

次年度以
降の審議
対象とす
る（②につ
いて）。

○

○

　①については、欧米諸国における推計方法等の研究を行うととも
に、我が国における推計可能性について検討を実施している。所得
面における営業余剰の推計等の課題についても、府内に設けたＰＴ
を中心として検討を行った。また、検討を行うための新たな場として、
有識者を招いた研究会を立ち上げた。
　②の長期遡及改定については、平成２１年度に平成１２年基準計
数について、昭和55年まで遡って推計を行った。平成23年度にお
いては、平成17年基準改定時(平成23年12月～24年1月)に、平成
12年に遡って改定するとともに、特にニーズの高い支出系列（QE公
表系列）については、平成６年に遡って改定を実施した。平成24年
度においては、原則全ての系列について平成6年まで長期遡及を
行うべく、検討・推計作業を進めているところ。なお、現在公表して
いる経済活動別付加価値の計数表において、経済活動分類が平
成16年と平成17年の間で断絶している点については、長期遡及の
際に併せて、平成6年から平成16年の期間について、新分類に基
づく推計を行う方針である。

実施可能
（一部）及
び実施済
（一部）及
び実施予
定（一部）

○　現状の調査世帯数や調査項目について内閣府（経済社会総合研
究所）及び日本銀行から意見を聴取したところであり、調査項目の
拡充及び調査世帯標本数の見直しについて、予算措置等を含め、
所要の検討を行っているところ。

実施予定

○　売上高で細分化して層化抽出を行うためには、母集団名簿に売
上高に関する情報が含まれている必要がある。しかしながら、法人
企業統計調査で現在使用している母集団名簿には、売上高に関す
る情報は含まれていない。このため、ビジネスレジスターに経済セン
サス活動調査（確報）情報の収録後以降に検討を開始する予定で
ある。

実施可能

実施困難
は妥当。

○　政府最終消費の中の雇用者報酬の推計において、行政記録情報
の活用による把握等について関係省庁と検討を行ったところである
が、QE推計に用いることができる四半期別の人員・賃金単価に関す
る情報がないことが確認されたため実施は困難との結論を得た。

実施済

○　生産面からの四半期推計については、府内に設けたＰＴを中心と
して検討を行った。また、検討を行うための新たな場として、有識者
を招いた研究会を立ち上げた。
　四半期推計におけるサービス産業動向調査の活用に向けて、平
成25年１月の同調査の見直しを踏まえ、総務省と連携しつつ、検討
を進めた。

実施可能

平成25年度までに結
論を得る予定。

ビジネスレジスターの
母集団情報の活用の
可能性について、有
識者を交え、統計の
継続性や有効性等を
検討する。

－

生産面からの四半期
推計については国民
経済計算の次回基準
改定（平成28年目途）
に向けて検討を進め
ていく。四半期推計に
おけるサービス産業
動向調査の活用につ
いては、平成25年１月
の同調査の見直しを
踏まえ、総務省と連携
しつつ、引き続き検討
を進める。

①は、国民経済計算
の次回基準改定（平
成28年目途）に向け
て検討を進めていく。
②は、平成25年夏頃
を目途に公表する予
定。
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項　　　目 担当府省 実施時期具体的な措置、方策等

第２
２ 統計相互の整
合性及び国際比
較可能性の確
保・向上に関す
る事項
(1) 国民経済計
算の整備と一次
統計等との連携
強化
エ 四半期推計に
関する諸課題

○　毎月勤労統計調査について、①常用労働者が５人から29人の
事業所の調査における標本替えの工夫による所定内給与等の断
層の解消、②離職事由を「解雇、退職」、「転勤」等に分離するこ
と等による企業の退職者比率の把握、③退職金の調査を検討す
る。

厚生労働
省

平成25年度ま
でに結論を得
る。

○　関係府省等の協力を得て、行政記録情報の活用等によって、
雇用者報酬以外の分配面からの四半期推計を行うことを検討す
る。

内閣府 平成25年度ま
でに結論を得
る。

(2) ビジネスレジ
スターの構築・利
活用
ア 母集団情報の
的確な整備

○　経済センサス‐活動調査の中間年に当たる平成26年に、事業所
に関する属性情報、企業の親子関係を的確にとらえ、本社と支社
の組織的な連携関係を明らかにする経済センサス‐基礎調査を
引き続き実施するため所要の準備を行う。

総務省 平成25年度ま
でに所要の準
備を実施する。

○　法人企業の母集団情報の整備を行うため、往復郵便等による
業種名、従業者数、事業所数等の照会を定期的に実施する。

総務省 平成21年度から
実施する。

○　厚生労働省の協力を得て、雇用保険適用事業所設置届及び
労働保険保険関係成立届から事業所等の新設、廃止等を把握
することについて検討する。

総務省 平成22年から検
討する。

イ  ビジネスレジ
スターの充実と
拡張

○　工業統計調査の出荷額等、全数調査の調査結果の他、一定規
模以上の企業に関する法人企業統計調査の売上高等の主要な
経理情報をビジネスレジスターの情報源として利用することにつ
いて、関係府省との検討を開始する。

総務省 平成21年度から
検討する。
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